
 

 

２０２１年１月７日 

 

株式会社官民連携事業研究所との 
地域活性化に向けた連携協定の締結について 

 
 武蔵野銀行（頭取 長堀 和正）は、２０２１年１月１２日（火）、株式会社官民連携事業研究所   

（社長 鷲見 英利、以下「官民連携事業研究所」）と、地域活性化に向けた連携協定を締結いたし

ますので、お知らせします。 

 

当行では、これまで県内１６自治体（埼玉県および１３市２町）と連携協定を締結するとともに、

これらの自治体と大学・企業が参加する「地域活性コンソーシアム」を創設し、官民連携の強みを  

活かした地域活性化・地方創生の取組みを行っております。 

 

今般の官民連携事業研究所との協定締結は、こうした取組みの一層の実効性向上を図るもので、

当行では、同社がこれまで全国各地の自治体で蓄積した豊富な知見や、ベンチャー企業・スタート

アップ企業等との協業を通じた事業化ノウハウを埼玉県内で活用してまいります。 

 

現在、当行と同社では県内の２市にて、広域でのシェアサイクル導入に向けた準備を進めており、

環境負荷軽減を図りながら、域内周遊活発化や住民利便性向上など、両市の更なる魅力向上に  

貢献していく予定です。 

 

当行では今後も引き続き、地元埼玉の活性化に向け、ステークホルダーの皆さまと連携し、   

積極的な取組みを行ってまいります。 

 

≪官民連携事業研究所の概要≫ 
代 表 取 締 役 鷲見 英利 

所 在 地 
本社：大阪府四條畷市岡山１－３－１２ 上邨ビル２階 

支社：東京都港区麻布十番２－２０－７ 麻布十番髙木ビル８階 

設 立 ２０１８年１１月 

資 本 金 ９，０００千円 

主な事業内容 自治体へのコンサルティング、官民連携事業の推進など 

 

≪主な協定内容≫ 
・官民連携事業に関する知見・ノウハウ・アイデアの共有 

・地域課題解決、地域活性化に資する企業の相互紹介 

 

 

以 上 

報道機関からのお問い合わせ先 

地域サポート部 地域価値創造室 藤井 

ＴＥＬ（048）641‐6111（代） 内線 2706 



株式会社官民連携事業研究所との連携イメージ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

＜具体的な連携事業＞県内自治体へのシェアサイクルの導入支援 

（鴻巣市・北本市広域シェアサイクルの提案 今春導入に向け検討中）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

課題解決・ニーズ実現に向けた先鋭的事業

の提案・支援（地域での社会実証事業等） 

鴻巣市 北本市 

「コウノトリの里づくり基本計画」を 
推進。自然豊で安心な街を域外発信し、
関係・交住人口の増加を目指す。 

 

県内初の認定「森林セラピー」をはじめ 
自然を活かしたシティプロモーション 
を推進し、関係・交流人口の増加を目指す。 

 
提案･支援 

武蔵野銀行 連携 株式会社官民連携事業研究所 

シェアサイクル事業者 

同社のネットワーク活用 

県内自治体（または地域） 
＜課題・ニーズ＞空き家活用・観光振興・産業振興・子育て・教育・まちづくり 

防災・自治体ＤＸ 等 

武蔵野銀行 
協定に基づく 

連携 
株式会社官民連携事業研究所 

地域課題解決に取組む企業との 

ネットワーク 
（ベンチャー企業・スタートアップ企業など

100社を超える企業） 

課題・ニーズ

の把握 

両市のニーズの実現に向け、環境に配慮した二次交通整備を提案・支援 
（地域周遊活発化・住民利便性向上のため、広域でのシェアサイクルの導入支援） 

葛城市他：子育て中の母親支援として就労拠点整備 

大月市他：妊婦向けオンライン相談システム提供 

＜他の自治体での実績（主なもの）＞ 

【別紙】 


